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要　旨

　外部環境の変化の激しい現代において，農業経営の多角化には追加所得確保，リスク分散，範囲
の経済による資源活用など多様な役割が期待される。特に，消費地との近接性を活かした事業多角
化が盛んな都市近郊農業において，多角化を通じた経営発展のメカニズムの解明が求められる。本
稿では，農業経営の長期的な多角化プロセスの類型を理論化した上で，各類型における多角化と経
営発展の相互関係について関東都市近郊の 18 件の農業経営の事例分析より明らかにする。その際，
多角化との関連性の大きな経営内部環境（アントレプレナーシップ及び経営資源）をあわせて把握
した。分析の結果，農業経営の事業多角化は高度多角化型，事業補完型及び基幹事業探索型に類型
化され，各類型の中でも経営内部環境の整った経営のみが経営発展（量的拡大及び質的変化）を達
成していた。さらに，高度多角化型及び基幹事業探索型では多角化と経営内部環境が相互に影響し
ながら経営発展している一方で，事業補完型では多角化が経営発展に与える影響は限定的だった。
本稿の結果は，多角化した農業経営の支援を考える際に，各経営における多角化の位置づけ及び経
営発展のボトルネックを明確にすることの重要性を示唆している。
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１　都市近郊農業における事業多角化の
意義と課題

　今日の日本の農業経営を取り巻く外部環境は，
外国産輸入農産物との競争激化，消費者の食に対
する価値観の多様化，気候変動など厳しさを増し
ている。そうした外部環境の変化に合わせて経営
資源を獲得・活用することで経営目的を達成して
いくという経営戦略（佐々木，1996）の策定及び
実践がこれからの農業経営者に求められる役割で
ある。中でも，生産及び事業の多角化には「追加
的な農業所得の獲得」以外にも「リスク分散」や
「範囲の経済によるコスト削減」，「新規市場の開
拓」など様々な効果が期待されており（McGehee 
et al., 2007; Tew and Barbieri, 2012），農業経

営の経営戦略の選択肢の一つとして注目される。
現代では組織の大規模化や ICT を含む生産技術
の高度化により一層のコスト削減を達成すること
で，市場におけるコストリーダーシップを獲得す
ることも重要な競争戦略であるが，一方で，商品
やサービスの差別化やニッチ市場への集中化など
により価格競争を回避することは，中小規模の農
業経営にとっては特に有効な経営戦略となる。農
業経営における多角化にはそのような価格競争以
外の競争戦略を追求する役割があると言える。農
業経営の多角化の成果に関する実証研究によれ
ば，事業多角化には経営の財務状況を改善する役
割，生産多角化には範囲の経済の発揮によってコ
ストを削減する役割があり（1），多角化戦略は農業
経営の持続的発展に貢献すると考えられる。
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　一方で，農業経営の多角化の実現可能性には経
営内外の多様な要素が影響し，その中でも経営の
立地は重要な役割を果たす。多くの先進国では，
特に都市近郊地域での農業経営の多角化が活発で
あるとされており，多くの研究蓄積がある。一般
的に都市化度が高い地域ほど多角化経営が多くな
る傾向にあり（Lange et al., 2013; Pölling and 
Mergenthaler, 2017），この理由として，都市住
民の多様な農業関連サービスに対する需要の高さ
や都市の開発圧力に高付加価値化で対応するため
など様々な要因が考えられる。日本を対象とした
実証分析においても，都市部周辺における直売や
観光農園などの集積状況が示されている。例え
ば，大橋・高橋（2017）では，平成 22 年度６次
産業化総合調査の個票データを用いて，日本全国
の多角化の取組の地域差を明らかにしており，直
売や観光への取組が中心市ほど多くなるなどの特
徴を示した。さらに，吉田ら（2019b）では 2015
年農林業センサスの市区町村データを用いた空間
計量分析を行い，農業生産関連事業を実践する農
業経営が都市周辺に集積していることを示してい
る。つまり，都市近郊地域の農業経営が独自の経
営戦略を計画・実行する場合に多角化戦略が果た
す役割は他地域と比較しても非常に大きいと考え
られる。
　ここで改めて，多角化が都市近郊の多くの農業
経営に採用されてきた要因を整理する。結論から
述べれば，その要因は多角化が経営の持続可能性
に果たす役割の大きさにある。経営の持続可能性
には収益性や効率性といった経済性に加えて，経
営内外の多様な主体との良好な関係の構築という
社会性，さらに，自然環境に対する負荷の軽減や
貢献という環境性を満たすことが求められる。実
証研究でもアグリツーリズムへの多角化が農業経
営の持続可能性の関連することを示したものや
（Barbieri, 2013），日本の都市近郊を対象として，
高度な経営管理や起業家精神の備わった農業経営
による多角化のみが持続可能性に大きく貢献する
ことを示している（Yoshida et al, 2019b; 吉田
ら，2019a）。
　第一に，経済性について，ここ数十年で都市近
郊農家のほとんどが直面した課題は卸売市場への
出荷価格の低迷である。これは輸送技術や生産技

術の向上による地方大産地の台頭が主な要因であ
り，一部の大規模経営を除いた零細多数の小規模
経営にとって卸売市場での有利販売が困難となっ
た（滝沢，1997）。この課題の対応策となったの
が，市場外流通（村上，1994）の開拓やビジネス
モデルの転換である。2015 年農林業センサスに
よれば，農産物の直売は最も多くの経営に採用さ
れている多角化戦略であり，都市近郊地域では市
場外流通の方が一般的になっているといえる。そ
れ以外にも，体験農園とは農園利用者との契約に
よって農園利用料を徴収する代わりに農業経営者
が栽培技術講師や農園管理者の役割を果たすビジ
ネスモデルであり，土地生産性や労働生産性の高
さ（八木，2008；澤（阪口）・大江，2017）から取
組が広まっている。果樹の摘み取り体験を提供す
る観光農園でも，市街地の近くに立地するほど農
産物の販売単価を高められるなど都市の優位性が
ある（安藤・大江，2013）。以上のように，都市
農家の多くは卸売市場出荷に代わる多様な取組と
して，都市のニッチ市場を対象とした経済性の高
いビジネスモデルを確立してきたといえる。しか
し一方で，多角化しているすべての農業経営が成
功しているわけではなく，Yoshida et al（2019b）
が示すように一部の経営が革新的な多角化による
経営発展を達成しているのが実情である。
　第二に，社会性について，都市農業にとって最
も重要なことは地域住民との良好な信頼関係の構
築である。都市住民は都市部の農的空間に対する
学習や余暇活動の場としての評価が高く，それ
以外にも都市農業を通じた季節や自然の体感と
いった価値も評価している（武部ら，1999）。一
方で，農地の四方を非農家の住宅に囲まれている
ことも多い都市農家は，ゴミの不法投棄や日照不
足被害，いたずらなど営農に直接影響する課題に
加えて，農薬や土埃，肥料の飛散対策や機械作
業時間帯の限定，周辺道路の清掃など周辺住民
への配慮という近隣コストを抱えている（八木，
2002）。実際に，都市住民へのアンケート調査に
よれば「農薬の飛散（35％）」「作業機の音（28％）」
「耕作放棄や雑草（22％）」といった周辺農業に対
する不満を抱えており（加藤，2001），地域住民
との信頼関係の構築は，こうした近隣コストを抑
制し，営農の持続可能性を高めると考えられる。
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実際に，地域住民との信頼関係構築のために直売
や農業体験を実施する農家も多く（2），また，農業
体験農園の利用によって地域住民の意識は大きく
変化することが示されている（3）。つまり，経済的
にも有効な新たなビジネスモデルへの多角化を通
じて都市住民の農業理解促進が達成されることに
よって，都市近郊の農業経営は持続可能性を高め
てきたのである。以上のような都市近郊農家の経
営努力とは対照的に，平野部や農村部では多くの
農業経営が卸売市場向けの出荷を基本として，低
い近隣コストの中で営農できると考えられる。こ
の差異こそが，都市近郊地域の農業経営の多角化
に着目する大きな根拠といえる。
　なお，多角化という農業経営の持続可能性を高
める個別の経営努力は，都市農業が社会的に求め
られている多くの機能を発揮していくためにも極
めて重要となる。2015 年に施行された都市農業
振興基本法ではこうした「多面的機能」の発揮に
よる良好な市街地形成を目的に掲げており，基本
法第三条では，「都市における防災，良好な景観
の形成並びに国土及び環境の保全，都市住民が身
近に農作業に親しむとともに農業に関して学習す
ることができる場並びに都市農業を営む者と都市
住民及び都市住民相互の交流の場の提供，都市住
民の農業に対する理解の醸成等農産物の供給の機
能以外の多様な機能」を多面的機能に位置づけて
いる。そして，実際の農業経営がこうした機能を
発揮するには，生産活動のみならず，直売や農業
体験などへの多角化が求められると考えることが
でき，都市近郊地域での農業経営の多角化を分析
対象とする社会的意義が明確になる。
　それでは現時点での研究上の課題はどこにある
のか。それは，農業経営が多角化戦略を採用し経
営発展を達成するまでのプロセスの解明に関する
研究が十分とは言えない点である。多角化という
事業構造は長期的な事業選択の結果として実現す
るものであり，さらに，その事業構造の変化に
伴って経営者の能力や意識，土地や労働力の賦存
量などの経営内部環境も変化していく。このよう
にして事業構造と経営内部環境の相互関係によっ
て経営発展が達成されると考えられることから，
多角化プロセスと経営発展の関係性は農業経営の
持続的発展を議論する上で不可欠な研究分野とい

える。そこで本稿では，日本において特に農業経
営の多角化が活発であり，政策的にも多角化の更
なる促進が求められる都市近郊地域を対象とし
て，長期的な多角化プロセスと経営発展の相互関
係を解明することを目的とする。

２　課題設定

（１）農業経営の多角化の基本類型
　多角化とは「複数の市場・事業分野で事業活動
を行っていくこと」または「技術やニーズを広げ
蓄積技術を外部の有望な事業機会と結合」させて
競争優位を保つ戦略である（津谷，2001：24）。一
方で，多角化の定義については，農家経済に果た
す役割や活用する経営資源，事業が実践される場
所，生産活動との関連性など様々な視点があり，
明確な定義は存在しない。そこでまず，多角化の
分析視点の変遷を追うことで今日的な多角化の重
要性を示す。多角化研究の中で最も広い多角化の
概念を表すものに “Pluriactivity” というものが
ある。Fuller（1990）によれば，Pluriactivityと
は農園での新規事業以外にも家族構成員による農
外就労や現金報酬を伴わない就労を含んだ多角化
を意味する。
　一方で，Ilbery（1991）では多角化を “Non-
traditional farm enterprises” と 捉 え て お
り，そこには主要作物以外の作物生産や特別
な生産方法の採用（生産多角化：Agricultural 
diversification），農業生産に関連する加工や直売
などの付加価値化活動（Adding value）と農業
生産以外のツーリズムなどの新規事業（事業多角
化：Structural diversification）が含まれるが，労
働を農外就労に向けることによる所得確保の活
動（Pluriactivityの特徴）を定義の対象外として
いる。さらに，van der Ploeg and Roep（2003）
は事業多角化に関して，ショートサプライチェー
ンを実現する諸活動に言及しており，それを実現
する農産物の新規販路の開拓も事業多角化に位置
づけられている。以上より，農業経営の多角化を
第１図のように整理する。同図の多角化のうち本
稿では，経営内部環境やビジネスモデルの大きな
変化を伴うことが予想される事業多角化を分析対
象とする。
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　なお，こうした多角化の定義に対して，近年の
多角化の定義には異なった特徴がみられる。それ
は経営戦略論的な考え方が導入されてきているこ
とであり（4），市場機会・外部環境への適応や創造
という経営戦略的な立場から経営発展や地域振興
に有効な多角化を捉えようとしている。その意味
で，多角化プロセスと経営発展の関係に迫る本稿
のテーマは学術的な新規性も高いと考えられる。

（２）多角化プロセスの類型
　農業経営の多角化プロセスに関する実証研究
として，農業生産法人における垂直的多角化の
経緯や特徴の整理（納口，2001），市場出荷から
体験農園への転換効果の事例（澤（阪口）・大江，
2017）などが挙げられる。定量的な研究として，
パネルデータを用いて，前期の多角化が後期で更
なる多角化を誘発するという経路依存性を示した
研究は，多角化をきっかけとした経営内外環境の
変化がさらなる多角化の誘引となるという意味
で，多角化と経営発展の相互作用の可能性を提示
している（Hansson et al., 2010; Mackey et al., 
2017）。しかし，以上のような研究では，多様な
多角化プロセスのパターンの解明と経営発展に
対する課題意識が必ずしも十分であるとは言え
ない。そもそも，多角化の目的には経営資源の
有効活用やリスク分散（Barney, 2002; Hansson 
et al., 2013; Nickerson et al., 2001）のように多

角化という事業構造そのものが重要なものもあれ
ば，事業探索行動（Search & Selection）のよう
に新たなビジネスモデルの確立にむけて一時的に
多角化が実践されることも考えられる（Chang, 
1996; Miller and Yang, 2016）。つまり，多角化
を評価するにあたっては各経営における多角化の
役割を考慮した経営戦略の類型化が必要となる。
そこで，多角化の機能及び事業構造を考慮した多
角化プロセスの理論的なパターンを第２図に示
す。なお，本稿では「多角化プロセス」を「中長
期的に農業経営の事業構成や多角化度が変化する
過程」と定義し，この「多角化プロセス」は先述
のような多角化目的を反映して多様化していると
仮定する。第一に，事業構造の高度な多角化を追
求することで，多角化の長所を最大限発揮するこ
とを目的とする「高度多角化型」が想定される。
一般的に多角化戦略が議論される際には，この高
度多角化型を念頭に置いていると考えられる。第
二に，中程度の多角化によって基幹事業（売上高
割合が最も大きな事業）に対する様々な機能補完
を達成する「事業補完型」も一定程度存在すると
考えられる（5）。第三に，最終目標は新規事業への
専門化ではあるが，基幹事業の探索行動の一環と
して多角化を実践する「基幹事業探索型」が存在
する。リスク分散や範囲の経済の発揮を目的とす
る多角化のみを考慮していては，この類型の機能
は看過されがちであるが，「新規市場開拓」など

第１図　多角化戦略の定義と詳細

出典：Ilbery（1991）を参考に筆者作成
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の長期的な経営戦略の観点からは他類型とは区別
してその多角化プロセスを解明すべき類型といえ
る。最後に，以上のような多角化プロセスに一切
関与しない「従来事業追求型」も一定数存在して
おり，彼らは大規模な市場出荷や特定販路におけ
る付加価値化などによって経営発展を達成してい
ると考えられ，本稿の類型化及びそれを基礎とし
た考察は経営発展の手段として多角化戦略を選択
した農業経営のみを対象としていることに留意す
る必要がある。

（３）多角化戦略への影響要因
　農業経営の経営戦略を分析する際には経営内外
の様々な要因（以下，影響要因）を考慮する必要
がある。Hansson（2007）が提示した農業経営の
経営戦略の分析枠組みとしては，①マクロ経済
状況（External farm environment），②特定市
場など農家が影響しうる外部環境（Operational 
farm environment），③農家が利用できる経
営 資 源（Internal farm environment）， ④ 家
族や地域などの社会関係（Micro-social farm 
environment），⑤経営理念や目的（Mission and 
vision of the farmer），⑥組織の意思決定構造
（Organization），が有効であり，これらを影響要
因とした分析が求められる。
　本稿では分析対象を特定地域に限定するため①
マクロ経済状況の条件は一定であると考えれば，
それ以外の経営内部環境を考慮する必要がある。

そこで，本稿ではアントレプレナーシップ及び経
営資源に着目する。アントレプレナーシップとは
市場機会認識及び活用のプロセスであり（Shane 
and Venkataraman, 2000），②のニッチ市場のよ
うな外部環境への働きかけや⑤明確な経営ビジョ
ンの提示，⑥市場機会を捉えるための柔軟な意思
決定に深く関わる。そのためアントレプレナー
シップは新規事業開始の要素を含む多角化にとっ
て不可欠である（Morgan et al., 2010; Vesala 
and Vesala, 2010; Yoshida et al., 2019a）。
　次に，③の経営資源のうち能力やスキルなどの
無形資源は事業間の同時利用性が高い資源として
多角化に重要な要素といわれる（Barbieri, 2009; 
Hoskisson and Hitt, 1990; Ilbery, 1991; 吉田・
八木，2017）。例えば，英国の都市近郊農業経営
の多角化の決定要因の分析では，様々な経営管
理能力のうちマーケティング能力が多角化度の
向上に関連していることが示された（Yoshida 
et al., 2019a）。また，多角化の決定要因として
度々言及される経営資源に人的ネットワークがあ
る。農家間のネットワークには新規事業に関する
情報やノウハウの波及効果があり（Holloway et 
al., 2007; Läpple and Kelley, 2015; Parker and 
Munroe, 2007; Vroege, 2017），Clark（2009）や
Mc Fadden and Gorman（2016）は特に革新的
な多角化農業経営において人的ネットワークが豊
富であることを示した。日本の都市近郊におい
ても，持続可能性の高い多角化農業経営には豊

第２図　多角化類型の理論化

出典：筆者作成
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富な人的ネットワークが備わっているとされる
（Yoshida et al, 2019b）。本稿との関連で言えば，
上述の特定の多角化プロセスを実践するために必
要な経営管理能力や人的ネットワークを特定する
ことは，各類型の特徴を把握する上で重要であ
る。さらに，類型のみならず経営発展に対して特
定の経営資源が関連していることが想定されるた
め，本稿では経営管理能力及び人的ネットワーク
を分析対象とする（6）。
　なお，家族経営の多角化と経営管理能力の関係
性を議論する場合，後継者とそれに関連する経営
継承プロセスを考慮する必要がある。その理由
は，第一に，一般的に農業の後継者の確保条件と
して「年間を通して働ける場を経営内に新たに確
保すること」「自家農業就業選択を促すような労
働（あるいは経営参加）条件の整備」が挙げら
れ（平野ら，1998：175），後継者の就農時の経営
規模拡大の一環として多角化が進むケースが考え
られる。第二に，事業や販路の多角化は後継者の
大きな関心事であり（小林・高梨子，2011），小
原（2004）は都市近郊の複合経営では新規部門を
後継者が担当することによるモチベーションの向
上と，親世代が安定的な既存部門を担当すること
によるリスク補完という関係性が，後継者のイン
キュベーションに重要であると指摘している。同
様に，内山（2005）によれば，経営継承において
はOJT（On the Job Training）が後継者の権限
意識の形成に重要である。吉田ら（2016）は都市

農業経営での自営就農者の能力向上には，経営規
模以外に経営内での業務別責任の有無が強く影響
することを示し，さらに同研究によれば，業務権
限の大きな自営就農者は就農時に新規作物や販路
開拓，加工事業の開始など多角化を伴う事業構造
の転換を図っていた。つまり，多角化は後継者の
確保及び育成と密接に関連しており，結果とし
て，後継者の有無や経営内での意思決定構造が多
角化プロセスに影響すると考えられる。
　以上より本稿の課題を以下のように設定する。
第一に，都市近郊農業経営の多角化実態を把握し
第２図の理論的整理に基づいて類型化する。第二
に，多角化の開始及び多角化を通じた経営発展の
両方に影響する要因のパターンを整理する。最後
に，各多角化類型が経営発展に結びつくための条
件を明らかにする。経営発展に貢献する多角化プ
ロセスのパターンを示すことで，今後の都市近郊
農業経営が多角化する際の方向性や注意点を提示
し，さらに，持続可能性の達成に必要な支援方策
について考察する。

３　分析方法

（１）分析枠組み
　分析手順は第３図に示すとおりである。第一
に，各経営の多角化実態から多角化類型を決定す
る。第二に，各多角化類型と多角化の影響要因の
関係性を示す。第三に，各多角化類型と経営発展

第３図　分析枠組みの整理

出典：筆者作成
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の各指標を比較して，各多角化類型の経営発展パ
ターンを明らかにする。第四に，経営発展を達成
している複数の経営に関して，ヒアリングをもと
に多角化と経営発展のプロセスを整理すること
で，多角化やその影響要因の役割を明確にする。
　ここからは分析に必要な指標を整理する。ま
ず，多角化プロセス，多角化影響要因及び経営発
展については，先述のとおり，本稿では生産部門
以外に第１図の事業多角化に該当する事業を行っ
ていることを「多角化」と表現し，さらに，各経
営の多角化の程度を数量的に比較するために「多
角化度」を指標化する。多角化度を示す指標とし
てエントロピー指標（EI）を用いる（Pope and 
Prescott, 1980）。この指標は，
EI=∑N

i=1 pi  log（1/pi）　　※pi=Ai/∑N
i=1 Ai

 （Aiは事業iの作付面積や売上高など）
と表され，各事業の売り上げや作付面積の規模を
考慮した多角化度を示すことができる。一般的に
多角化の実証研究では「事業数」を多角化度とす
る事例が多いが，本稿の類型化では各事業の相対
的な規模から多角化戦略の目的を推察しているた
め，このエントロピー指標がより適している。な
お，この指標は事業数の増加や各事業の規模の均
等化が進むほど高くなる。本稿では，各事業の売
上高割合（pi）を用いる。さらに本稿においては，
基準年（2000 年）からの事業構造の変遷を示す
指標として，基準年から現在までに新規事業を開
始しかつその事業が現在の基幹事業になっている
か（＝基幹事業変化）を採用する。また，多角化
の機能を把握する方法として基幹事業変化の他
に，経営の規模拡大という指標も参考にする。
　類型基準について，EIが 1.00 以上の経営を高
度多角化型とする。1.00 以上とは三つの事業を等
しい売上割合（各 33％）で有している場合の値
であり，EIがこの値を超えれば事業数の面から
も売上割合の面からも多角化度が高いと評価でき
る。また，EIが 1.00 未満 0.3 以上の経営を事業補
完型若しくは基幹事業探索型とする。事業補完型
は基幹事業の変化を伴わない多角化経営であり，
基幹事業探索型は基幹事業の変化を経験した経営
である。EIが 0.3 未満であり事業構造の変化から
考えても多角化戦略を採用していると評価できな
い経営を従来事業追求型とする。0.3 以下とは事

業数が二つで基幹事業の売上高割合が 90％を超
えるようなケースであり，事業数，売上割合の両
面からみて多角化度は低いと評価できる。
　次に，多角化に影響する要因について，まず，
企業におけるアントレプレナーシップ（Corporate 
entrepreneurship （CE））を参考に（Kellermanns 
and Eddleston, 2006; Zahra, 1991; Zahra et al., 
2004），１）経営者の市場機会認識と挑戦志向，
２）経営内での柔軟な意思決定構造を基準とする。
柔軟な意思決定構造とは経営者と家族従業員間で
の自由なコミュニケーションによる意思決定の有
無や経営者から家族従業員への積極的な権限移譲
などで把握する。経営資源について，１）特筆
すべきスキル，２）人的ネットワーク（Che et 
al., 2005; Clark, 2009; Mc Fadden and Gorman, 
2016; Morgan et al., 2010; 櫻井・横山, 2007），
を採用する。CEと経営資源については，１）及
び２）の両方を満たす場合にその要因を有すると
判断する。
　一般的に経営発展とは「量的拡大」と「質的変
化」と捉えられる（土田，1997；木村，2004）（7）。
また，複数の指標を用いた経営成果の評価が推奨
されているため（Barnes et al., 2015），経営規
模（売上高），生産性（土地生産性），成長性（売
上高成長），の三つの基準を「量的拡大」の指標
とする。売上高は 1,000 万円以上，土地生産性は
90 万円/10a（8），売上成長は現経営者が 2000 年以
降で売上高を把握できている最も古い年からの売
上増加をそれぞれ基準とする。そのため，基幹事
業変化の基準年（2000年）とは一部一致しないケー
スがある点に留意する必要がある。
　近年では農業経営の多角化とイノベーション
を結びつける議論が増加している。Clark（2009）
やMc Fadden and Gorman（2016）は多角化経
営の中でも特に革新的な経営を分析対象とする
ことが地域振興の観点から重要としている（9）。ま
た，多角化によるイノベーションが促進されれ
ば，経営内部には資源ベース理論における競争優
位の源泉となる経営資源が蓄積されると考えら
れる。資源ベース理論（Barney, 1991）では，経
済価値があること（Value），稀少性があること
（Rarity），模倣困難性があること（Inimitability），
経営資源活用のために適切に組織されているこ
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と（Organization）を挙げ，競争優位の源泉とな
る経営資源の条件を提案している。特に，農業経
営の多角化にとって重要な経営資源の一つとして
マーケティングに関連する経営資源が挙げられ
ている（Barbieri, 2009; Ilbery, 1991; McElwee 
and Bosworth, 2010; Ohe, 2018）。そこで，本稿
ではイノベーションを通じてそうした経営資源が
蓄積されることは，農業経営の経営発展にとって
不可欠であると考え，「質的変化」として革新的
販売・マーケティング管理の実践とそれに伴う経
営資源の蓄積を経営成果として把握する。

（２）分析対象
　農業経営の多角化が活発な都市近郊地域を選定
するため，2010 年農林業センサスの市区町村レ
ベルの集計データを基準に用いた。第一に，農業
が盛んであり多角化を実践する農業経営が多数
存在する必要があるため，「農業生産関連事業を
行っている農業経営体が 100 件以上いること」を
条件とする。農業生産関連事業とは農産物の加
工，消費者に直接販売，貸農園・体験農園など農
業生産以外の事業を指しており，農業経営の多角
化の現状を示す指標である。第二に，本稿では地
域内の多角化戦略のパターンにまで迫る必要があ
り，多角化が既に主要な経営戦略となっている地
域を選定するため，「総農業経営体に対して農業
生産関連事業を行う農業経営体が占める割合（以
下，「多角化農家率」）が 50％以上であること」
を条件とする。第三に，稲作や野菜作，果樹作な
ど栽培作物の差異は多角化の内容や求められる経
営資源にまで影響を与えるため，栽培作物はある
程度限定することが望ましい。本稿では，古くか
らの都市近郊農業の特徴と考えられ，直売や加工
などの多角化に適している野菜作と果樹作を対象
とする。選定基準については水田作が中心の地域
を除外する目的で「売上順位に関わらず販売目的
で野菜類を作付けした経営体数と稲を作付けした
経営体数の比率が 50％以上であること」を設定
する（10）。次に，この条件を適用する地域につい
て，関東地方からは東京都に加えて，神奈川県，
千葉県，埼玉県，近畿地方からは京都府及び大阪
府，中部地方からは愛知県の各市区町村を選定し
た。

　そして，上記の三つの条件をもとに分析対象適
地を洗い出すと，第１表のようになる。結果とし
て，条件に合致する地域は関東地域の東京都，神
奈川県及び千葉県，近畿地方の京都市のみであっ
た。さらに，東京都は区部及び市部に幅広く該当
地域があるが，神奈川県は横浜市と川崎市が主な
対象地域であり，千葉県は市川市と鎌ケ谷市のみ
であった。京都府も京都市北区と長岡京市のみが
対象であり，近畿地方，中部地方と比較して関東
地方が有力な対象地域といえる。
　次に，第１表の自治体の中から分析対象地域を
絞る。まず，近畿地方と比較して関東地方におい
て多角化が活発な自治体が多いことから，本稿で
は関東地方を分析対象地域に定めた。さらに，都
市近郊農業の研究において立地特性を考慮する必
要性の高さから，分散した複数自治体からのサン
プリングよりも，農業規模の大きな自治体を対象
とすることが望ましいと考え，農業生産関連事業
を行う農業経営体数が最も多い神奈川県横浜市を
一つ目の分析対象地域とした。一方で，自治体独
自の農業振興政策や農産物が農業経営の多角化戦
略に与える影響を考慮するには，複数自治体の比
較分析が必要となる。そこで，横浜市と農業構造
や立地特性が類似する地域として千葉県市川市を
対象とした。その理由は，横浜市で活発な梨栽培
の比較が可能で，かつ，東京都区部と近接した市
街化調整区域を持つ自治体であることによる。市
川市は「市川の梨」を地域ブランドとした梨の産
地であり，東京都とは主に江戸川区で接してい
る。なお，東京都の全区部及び多くの市部はすべ
て市街化区域に指定されており，東京都には横浜
市と類似した条件の自治体は存在しない。しか
し，横浜市と市川市のみでは営農類型が果樹作に
偏ることが懸念される。そこで，本稿では市川市
と東京都の両方に接する自治体として松戸市を
分析対象地域とした。松戸市は多角化農家率が
35％であるため第１表には記載していないが，野
菜作が優勢の地域であり，かつ，果樹作では梨栽
培が盛んであり横浜市や市川市との比較可能性は
高いと考えられる。
　以上より，神奈川県横浜市，千葉県松戸市及び
市川市を対象地域として計 18 件（各市６件）の
農業経営を選定した。最も販売金額が多い営農類

－ 24 －

農林水産政策研究 第 32 号（2020.６）



型から判断して果樹経営（８件）と野菜経営（10
件）である。これらの経営はJA横浜（横浜市），
JAとうかつ中央（松戸市），自治体経済部農政課
（市川市）によって，地域の先進的経営として選
定されたものである。調査方法は 2017 年７〜８
月に各経営の経営者へのインタビュー調査を実施
した。

４　分析結果

（１）分析対象経営の概要
　第２表に分析対象経営（11） の経営概要及び売上
順位別事業を示す。まず，売上高の平均は 1,531
万円，経営耕地面積の平均は 172aである。2015
年農林業センサスによれば三つの市で売上規模
1,000 万円以上の経営体割合はいずれも 20％以下
であり，対象経営は大規模層といえる。経営者年
齢の平均は 55 歳と比較的若く，55 歳以上の全経

営では農業後継者が確保されており円滑な経営継
承が進んでいる。なお，果樹経営（ID1 〜 8）と
野菜経営（ID9 〜 18）では経営規模に差異があり，
果樹経営の平均売上高 1,800 万円，経営耕地面積
206aに対して，野菜経営は平均売上高1,316万円，
経営耕地面積 145aである。
　売上順位別事業について，果樹経営の場合，全
経営で宅配が売上順位１位の事業になっている。
一方で，野菜経営では小売店や庭先直売，市場な
ど各経営によって基幹事業が大きく異なる。果樹
経営では宅配以外に庭先直売や観光農園，共同直
売所，加工などの事業を実施しており，野菜経営
では飲食店や学校給食などの販路への多角化がみ
られる。売上高全体に占める割合について，果樹
経営では宅配が 70％を超える経営が過半数であ
り，宅配が 50％を下回る経営は３件のみである。
それに対して野菜経営の場合，売上順位１位の
販路の売上割合が 70％以上の経営は４件であり，

第１表　分析対象適地一覧

地域 都道府県 市区町村

①
農業生産関連事業を
行う農業経営体数

（経営体）

②
多角化農家率

（%）

③
野菜類を作付けする

経営体の比率
（%）

関東

東京都

世田谷区 199 79.28  98.09
練馬区 238 59.65  99.02
三鷹市 174 73.73 100.00
府中市 119 61.03  79.88
調布市 136 67.00  95.78
小平市 200 69.93  98.26
日野市 122 67.78  76.10
東村山市 171 68.67  95.67
国分寺市 105 55.85 100.00
東久留米市 199 79.28 100.00
稲城市 170 82.13  88.24
西東京市 149 70.28  99.40

神奈川県

横浜市

戸塚区 159 65.43  83.70
旭区 122 70.52 100.00
緑区 169 64.02  71.43
瀬谷区 107 55.44  90.38
泉区 206 63.38  80.30
青葉区 165 64.45  67.82

川崎市
多摩区 160 90.91  88.24
宮前区 127 58.53  97.93
麻生区 114 57.87  83.82

大和市 105 50.97  82.24
寒川町 111 58.73  56.04

千葉県 市川市 242 60.05  92.31
鎌ケ谷市 210 62.13  95.70

近畿 京都府 京都市北区 135 62.50  59.80
長岡京市 127 50.80  60.90

出典：2010 年農林業センサス。
注：各指標の選定基準　①：100 経営体以上，②：50%以上，③：50%以上。
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事業間の売上規模の均等化を評価するエントロ
ピー指標（以下，EI）は野菜経営で高いと推察
される。

（２）多角化プロセスの類型
　第３表は前章で示した類型基準に従って分析対
象経営の多角化プロセスを四つに類型化した結果
である。EIの最小値はID17 の 0.17，最大値はID9
の 1.45，平均値は 0.78 である。2000 年から基幹
事業を変化させた経営は６件である。その結果，
高度多角化型の経営は７件，事業補完型の経営は
４件，基幹事業探索型の経営は５件，従来事業追
求型の経営は２件である。このことから，分析対
象経営の多角化プロセスは多岐に渡ることが確認
された。高度多角化型が半数近くいることは都市
近郊農業経営の特徴といえる。一方で，分析対象
期間において，基幹事業の変更を達成している基
幹事業探索型が多いことも，多様な事業機会に恵
まれている都市部の農業経営の特徴と考えられ
る。なお，従来事業追求型が２件しかいないとい
うことは，分析対象の選定方法が多角化の進んだ
先進的経営に偏っていることも意味している。
　高度多角化型はID2 のように基幹事業はそのま
まにWeb宅配や加工といった新規事業の売上を

増加させることで多角化度を高めてきた事例や，
基幹事業を大きく転換させる中で同時に多角化を
実現してきた経営（ID7，8，9，18），2000 年当
時から高い多角化度を実現していた経営（ID11，
14）がある。
　事業補完型が果樹経営のみにみられることは特
筆に値する（ID，3，4，5，6）。この理由として，
2000 年以前から宅配と庭先直売という安定した
事業構造を確立していた果樹経営にとっては，そ
れらを基幹事業として，加工や観光農園，小売店
販売などを補完的に組み合わせた事業構造が安定
的だからと考えられる。その場合，飲食店経営
（ID3）や加工（ID2，6，7，8）など新たな事業
に取組む場合でもその規模は小さく，今後その売
上規模を大きくしたいと考えている経営も少ない
（ID2，3）。
　反対に，基幹事業探索型は野菜経営のみにみら
れる（ID10，12，13，15，16）。この理由は，主
に市場出荷からの撤退を志向して，小売店向け出
荷や庭先直売，共同直売所などに基幹事業を移行
した経営が多いことによる。対照的に，高度多角
化型のうち基幹事業を転換した経営はID7 の１件
のみである。つまり，多角化によるリスク分散や
範囲の経済という機能と基幹事業探索という機能

第２表　分析対象経営の概要

ID 営農類型
（主品目）

経営概要 売上順位（2016 年）

売上
高

（万円）

経営
耕地
面積
（a）

年
齢

（歳）

経営
継承
（年）

農業
後継者
（就農年）

不
動
産

（%）

第１位 第２位 第３位 第４位 その他

1 果樹（梨） 2,200 200 59 2000 あり（2012） 50 宅配（95） 小売店（5）
2 果樹（梨） 3,700 290 45 2007 なし - 宅配（49） Web宅配（34） 庭先直売（14） 加工（3）
3 果樹（梨） 2,700 350 38 2013 なし 20 宅配（85） 小売店（10） 庭先直売（5） 飲食店経営（-）
4 果樹（梨） 1,500 190 63 （〜 2000）あり（2009） 0 宅配（80） 庭先直売（15） 観光農園（5）
5 果樹（梨） 1,300 175 55 （〜 2000）あり（2010） 10 宅配（80） 庭先直売（10） 収穫体験（10） 観光農園（1）
6 果樹（梨） 1,000 110 78 （〜 2000）あり（2012） 50 宅配（70） 観光農園（30） 加工（-）
7 果樹（梨） 700 138 63 （〜 2000） なし 70 宅配（42） 庭先直売（42） 共同直売所（11） 加工（3） 観光農園
8 果樹（梨） 1,300 195 53 （〜 2000） なし 70 宅配（42） 有人直売（41） 共同直売所（8） 無人直売（4） 加工，学校給食

9 野菜（キャベツ） 2,200 200 46 2000 なし 50 市場（42） 庭先直売（29） 宅配（13） 加工（9）
観光農園，

共同直売，給食
10 野菜（ネギ） 1,200  90 68 （〜 2000）あり（2012） 80 小売店（85） 共同直売所（9） イベント（5） 加工（1）
11 野菜（トマト） 2,000  30 43 （〜 2000） なし 50 園芸店経営（50）飲食店経営（35） 小売店（13） 庭先直売（2）
12 野菜（ネギ） 500  95 59 （〜 2000） なし  0 小売店（50） 学校給食（50） 共同直売所（-）
13 野菜（トマト） 1,300 200 46 2000 なし 75 庭先直売（80） 市場（10） 飲食店（5） 小売店（5） Web宅配
14 野菜（サツマイモ） 400 150 65 （〜 2000）あり（2017）  0 収穫体験（50） 庭先直売（20） 観光農園（20） イベント（10）
15 野菜（ネギ） 1,600 150 28 2014 なし 20 小売店（97） 加工（3） 収穫体験（-）
16 野菜（ネギ） 2,260 235 45 2006 なし 50 共同直売所（80） 飲食店（15） 市場（5）
17 野菜（トマト） 500 100 72 （〜 2000）あり（2000） 70 移動販売（97） 食育体験（1） 飲食店（1） 共同直売所（1）
18 野菜（トマト） 1,200 200 65 （〜 2000）あり（2009） 50 庭作直売（48） 共同直売所（33） 飲食店（8） 小売店（7） 加工，市場
資料：ヒアリング調査をもとに筆者作成（調査時点：2017 年 10 月時点）。
注（1）　売上順位において括弧内は総売上高に占める各事業の売上高の割合。
　（2）　経営継承の（〜 2000）は現経営者の経営継承が 2000 年以前に完了していることを示す。
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第３表　各経営の多角化プロセスと類型化

ID 多角化
類型

多角化概要
多角
化度

（EI）

現在事業構成：%
（2016 年時点）

過去事業構成
（2008 年時点）

過去事業構成
（2000 年時点）

基幹
事業
変化

拡大事業

1 従来事業
追求型 0.20 宅配：95，小売店：5 宅配，小売店 宅配 なし なし

2 高度
多角化型 1.10 宅配：49，Web宅配：34，

庭先直売：14，加工：3
宅配，Web宅配，

庭先直売 宅配，庭先直売 なし 宅配，Web宅配，
庭先直売，加工

3 事業
補完型 0.52

宅配：85，小売店：10，
庭先直売：5，

飲食店経営：1%未満
宅配，小売店，庭先直売 宅配，小売店，庭先直売 なし 飲食店経営

4 事業
補完型 0.61 宅配：80，庭先直売：15，

観光農園：5
宅配，庭先直売，

観光農園
宅配，庭先直売，

観光農園 なし 観光農園

5 事業
補完型 0.69

宅配：80，庭先直売：10，
野菜収穫体験：10，

観光農園：1

宅配，庭先直売，
野菜収穫体験，観光農園

宅配，庭先直売，
野菜収穫体験，観光農園 なし 観光農園

6 事業
補完型 0.61 宅配：70，観光農園：30，

加工：1%未満 宅配，観光農園，加工 宅配，観光農園 なし なし

7 高度
多角化型 1.15

宅配：42，庭先直売：42，
共同直売所：11，加工：3，

観光農園：2

宅配，庭先直売，
共同直売所，観光農園 養豚 あり なし

8 高度
多角化型 1.43

宅配：42，有人直売：41，
共同直売所：8，無人直売：4，

加工：4，学校給食：1

宅配，庭先直売，
無人庭先直売，加工，

学校給食

宅配，庭先直売，
無人庭先直売，加工 なし 庭先直売，宅配

9 高度
多角化型 1.45

市場：42，庭先直売：29，
宅配：13，加工：9，観光農園：

5，共同直売：1，給食：1
市場 市場 なし 宅配，加工

10 基幹事業
探索型 0.55 小売店：85，共同直売所：9，

イベント：5，加工：1
市場，共同直売所，

イベント
市場，

イベント共同直売所 あり 小売店

11 高度
多角化型 1.06

園芸店経営：50，
飲食店経営：35，

小売店：13，庭先直売：2

園芸店経営，
飲食店経営，小売店，

庭先直売

園芸店経営，
飲食店経営，小売店，

庭先直売
なし 小売店，庭先直売

12 基幹事業
探索型 0.69 小売店：50，学校給食：50，

共同直売所：1%未満 小売店，学校給食 市場 あり なし

13 基幹事業
探索型 0.75

庭先直売：80，市場：10，
飲食店：5，小売店：5，

Web宅配：1
市場，庭先直売 市場，庭先直売 あり なし

14 高度
多角化型 1.22

野菜収穫体験：50，
庭先直売：20，

観光農園：20，イベント：10

野菜収穫体験，
庭先直売,観光農園

野菜収穫体験，
庭先直売,観光農園，
イベント，市場

なし 野菜収穫体験，観光農園

15 基幹事業
探索型 0.13 小売店：97，加工：3，

野菜収穫体験：1%未満 小売店 市場，移動販売 あり 小売店

16 基幹事業
探索型 0.50 共同直売所：80，飲食店：15，

市場：5
共同直売所，飲食店，

市場，庭先直売 市場，庭先直売 あり なし

17 従来事業
追求型 0.17

移動販売：97，
食育体験講習：1，飲食店：1，

共同直売所：1
移動販売 移動販売 なし 食育体験講習，飲食店

18 高度
多角化型 1.24

庭作直売：48，共同直売所：
33，飲食店：8，小売店：7，
加工：4，市場：1%未満

庭先直売，市場 庭先直売，市場，移動販売 なし 飲食店，小売店

資料：ヒアリング調査をもとに筆者作成（調査時点：2017 年 10 月時点）。
注： 高度多角化型（EIが 1.00 以上），事業補完型（EIが 1.00 未満で基幹事業の変化を伴わない），基幹事業探索型（EIが 1.00 未満で基幹事業の変化を

伴う），従来事業追求型（EIが 0.30 未満で事業構造からも多角化戦略を採用していない）。

を同時に追求する経営は非常に少ないといえる。
　最後に，従来事業追求型は 2000 年当時から事
業数は増やしているものの，その売上割合が極め
て小さい事例である（ID1，17）。また，ID17 の
場合，今後は基幹事業ではなく食育体験や飲食店
向け出荷を拡大したいと考えていることから，従
来事業追求型の中には将来的な多角化を志向して
いる事例も含まれている。また，果樹経営のID1
は他類型の果樹経営と同様に宅配を基幹事業とし

ている一方で，ID17 は移動販売という都市近郊
農業でも珍しい事業を 2000 年以前から継続して
いる。つまり，ID17 の場合，競合の少ない差別
化されたニッチ市場を対象とした移動販売という
事業だからこそ従来事業追求型でこれまで経営を
持続することができているといえる。なお，以降
の分析は従来事業追求型を除いて行う。
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（３）多角化類型と影響要因
　多角化類型ごとの企業的アントレプレナーシッ
プ，経営資源の概要を第４表に示した。まず，企
業的アントレプレナーシップについては，多角
化や新規事業に対する市場機会の認識や挑戦志
向，機会の利用に加えて，経営としての意思決定
の柔軟性の指標として経営者以外の家族構成員の
柔軟な意思決定の有無を把握した。機会利用や認
識について，今後の売上減少を予測して多角化に
踏み切った事例（ID9，12，16）や新規事業に明
確なビジネスチャンスを認識した事例（ID7，9，
11，16）がある。挑戦志向としては成功や失敗を
経験するため（ID2），農業以外の職業と同等の
仕事をする（ID9，16，18），経営規模の拡大や
雇用導入（ID3，9，15）が挙げられた。意思決
定の柔軟性について，後継者の積極的な挑戦の促
進（ID2，10，14，15，16）が多くの経営で見ら
れたことが分析対象の特徴である。それ以外には
後継者以外の従業者への業務責任の付与（ID3，
7）がみられる。「機会認識と利用，挑戦意識」及
び「柔軟な意思決定構造」の両方を満たす６経営
（ID2，3，7，11，15，16）では企業的アントレ
プレナーシップが高いと判断できる。
　次に，経営資源のうちスキルやノウハウなどの
無形資源を経営者や従業員ごとの担当業務を調査
する過程で把握した。まず，就農前の農外就労
経験を活用している事例（ID2，9，10，15，16，
18）が最も多くみられ，マーケティングやIT管
理，加工技術などに応用されている。その他には
家族従業者の本来のスキルを活用する事例（ID7，
9，12，13，15）があり，ITやデザイン，加工
技術のスキルが活用されている。それ以外には，
ID11 は現経営者と配偶者の留学経験が栽培技術
やビジネスアイデアの獲得に繋がっている。
　次に，経営資源のうち人的ネットワークは事業
の紹介など多角化の直接的なきっかけになること
に加えて，経営者や後継者の多角化のモチベー
ション向上に貢献するケースもあり重要な要素と
いえる。まず，直接的要因としては親族（ID3），
JA（ID7，11，14），栄養士（ID8，12），自治体
（ID9，10），地元農家（ID10，15，18），卸売・
仲卸業者（ID10，12，16），小売店担当者（ID10，
3），飲食店（ID18，13）が挙げられた。それ以

外に人的ネットワークが多角化に影響している事
例としては，法人化の指導（ID2）や販売方法の
指導（ID9），知識獲得（ID16），経営者の心構え
（ID18）などがある。以上の「スキル」及び「人
的ネットワーク」の両方を満たす11経営（ID2，3，
7，9，10，11，12，13，15，16，18）は多角化に
影響する多様な経営資源を有すると判断できる。
　以上より，多角化やその経営成果に影響すると
考えられる要素の有無から分析対象は三つに分け
られる。まず，すべての要素を有する経営は６
件，経営資源のみ有する経営は５件，そうした要
素を全く有さない経営は５件となった。以上の整
理に基づいて，各多角化類型との関係性を把握す
る。まず，要素を全く有さない経営は高度多角化
型にもみられ（ID8，14），経営資源のみを有す
る経営は高度多角化型（ID9，18）や基幹事業探
索型（ID10，12，13）にみられる。つまり，ア
ントレプレナーシップや経営資源は，各経営が多
角化プロセスを選択する条件ではなく，また，企
業的アントレプレナーシップや経営資源が伴わな
くても経営は任意の多角化プロセスを採用可能で
あることを示している。一方で，事業補完型では
そうした要素の不在する割合が高く（75％），基
幹事業探索型には要素不在の経営はいないことか
ら，多角化度には大きな差異のない事業補完型と
基幹事業探索型であるが，アントレプレナーシッ
プや経営資源の側面では両者に大きな差異がある
といえる。

（４）多角化類型及び経営発展
　多角化類型と経営発展指標（量的拡大，質的変
化）の関係を第５表に示す。まず，売上高以外の
量的拡大について，土地生産性は 90 万円/10aを
超える経営が７件ある一方で，ID14 は 26.67 万
円/10aであり効率性には大きな差異がある。基
準年（2000 年前後）からの売上高成長をみると，
売上高が増加している経営は８件であり，最大で
3,100万円増加という高い成長性を示す経営（ID2）
もあるが，８件の売上高成長の平均値は 920 万円
である。
　次に，多角化類型と量的拡大の程度について
整理する。売上高（1,000 万円以上），土地生産性
（90 万円/10a），売上高成長（増加）の三つの基
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第４表　多角化類型別の企業的アントレプレナーシップ及び経営資源

ID
多角化
類型

影響要因
の有無

企業的アントレプレナーシップ（CE） 経営資源（RE）

CE RE 機会認識/利用，挑戦意識 柔軟な意思決定構造 スキル 人的ネットワーク

2
高度

多角化型
〇 〇

-成功/失敗両方経験するための
挑戦

-現経営者の就農時に販売
会社を担当

-経営者：営業経験
-臨時雇：顧客対応，会計，営
業

-学友：法人化の指導
-顧客：接客意識改善

7
高度

多角化型
〇 〇

-直売には有利な沿道に立地
-相続をきっかけに果樹に転身

-娘にブドウ栽培/販売を
任せる

-娘：販促物デザイン
-JA果樹部・県の農業技術指導員：
栽培指導， 加工業者の紹介

11
高度

多角化型
〇 〇

-オープンカフェという業態に新
規性があり競合が少なかった
-野菜が食べられるカフェをコン
セプトにして自家野菜を利用

-両親も飲食店経営に興味
があり新規事業に反対は
なかった

-経営者・配偶者：欧州留学で
有機農業技術と農家レストラ
ンのアイデア

-行政関係者：飲食店経営や加工
のアドバイス，PR窓口
-JA：小売店出荷依頼

9
高度

多角化型
〇

-キャベツ市場の低迷
-地域の浜なしの供給不足
-市場出荷と比較した庭先事業の
需要の安定性
-庭先事業の補完を見越して加工
事業を同時に開始
-ライバルは市全体の優良農家
-会社員と対等の働き方実現
-法人化と雇用導入

　
-母：加工技術
-配偶者：前職経験による顧客
対応能力

-県農業普及員：栽培指導，補助
事業の紹介
-研修先：栽培技術及び販売方法
指導
-自治体：栄養士紹介

18
高度

多角化型
〇 -周囲を見返せるくらい稼ぐ 　

-経営者：IT業務経験からweb
デザイン

-料理人のネットワーク：多角化
の相談，行動力の参考，加工委
託先の紹介
-青壮年部：経営者心構え
-地元農家：評判が一番良い共同
直売所を選定

8
高度

多角化型
-新しい共同直売所が女性生産者
を求めていた

　 　
-JA・県・関東果樹関連組織：栽
培技術
-栄養士：給食出荷依頼

14
高度

多角化型
　 -後継者が果樹栽培を担当 　

-栽培研究会：収穫体験開始
-JA：観光農園開始

3
事業
補完型

〇 〇 -雇用できる経営規模の実現

-現経営者の配偶者が飲食
店経営を開始
-生産/販売/財務の権限の
円滑な移譲

-経営者：労務管理能力
-臨時雇：顧客管理業務

-親族：小売店出荷依頼
-小売店担当者：ギフト販売の提
案

4
事業
補完型

-宅配減少に備え若年層の取込
-宅配減少に備え観光農園拡大

　 　 　

5
事業
補完型

　 　 　 　

6
事業
補完型

　 　 　 　

15
基幹事業
探索型

〇 〇
-ブランド化で付加価値を付け売
上 2000 万円までいきたい

-父親も先進的な考えで自
分の挑戦も承認

-経営者：服飾業務経験から接
客/売場づくりのノウハウ
-母：食品加工

-地域外農家：栽培技術
-地元農家：小売店出荷依頼

16
基幹事業
探索型

〇 〇

-調理する世代の減少に合わせて
直売所出荷を減らす
-提案を聞いた人の反応からビジ
ネスチャンスを感じた
-市場低迷から珍しい野菜を栽培
して共同直売所に出荷
-不動産事業から自立して自分の
誇れる農業をする

-経営者の就農時に栽培品
目と販路を変更

-経営者：音楽関連業務経験か
らPR手法や新商品導入の知識

-地元農家：栽培技術
-市場担当者：流行知識，自分が
作った珍しい野菜を評価して飲
食店（大手レストランや婚礼用）
を紹介

10
基幹事業
探索型

〇 　

-新規事業の意思決定は後
継者に一任
-後継者が少量他品目野菜
生産で小売店出荷

-後継者：料理人経験による加
工技術と販促レシピ考案

-地元農家：小売店出荷依頼
-自治体・JA：イベント要請
-卸売業者：小売店出荷依頼
-小売店担当者：販路紹介

12
基幹事業
探索型

〇
-市場価格の低迷に対応するため
に販路を変更

　 -経営者：営業活動
-仲買業者：販路紹介
-栄養士：学校給食出荷依頼，口
コミで販路拡大

13
基幹事業
探索型

〇 　 -経営者：営業活動
-飲食店経営者：異業種の経営者
との交流，Web宅配開始

資料：ヒアリング調査をもとに筆者作成（調査時点：2017 年 10 月時点）。
注： 響要因の有無の〇の基準は，CE（Corporate Entrepreneurship）：起業的アントレプレナーシップの２項目に該当事項あり，RE（Resources）：経

営資源の２項目に該当事項あり。
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準を満たす経営は，高度多角化型のID2，基幹事
業探索型のID10，15，16 である。つまり，多様
な指標から判断して都市近郊農業経営のうち量的
拡大を達成している経営は少数であり，それはど
のような多角化プロセスでも必ずしも量的拡大を
保証する戦略とはいえないことを意味する。類型
間の違いに着目すると，事業補完型には量的拡大
の三つの指標の基準を満たしている経営が１件も
存在しないことは注目に値する。事業補完型では
売上規模自体は大きいが土地生産性や売上高成長
に課題がある経営が多い。反対に，高度多角化型
と基幹事業探索型で量的拡大に課題がある経営で
は，売上規模が小さく他の指標も低い経営（ID7，
12，14）か，事業補完型と同様に売上規模は大き
いもののその他の指標に課題がある経営（ID8，
9，11，13，18）というパターンがある。
　第５表では多角化の影響要因と量的拡大の関係
性も整理されている。まず，最も明確な点は，影
響要因が不在の経営で量的拡大の三つの指標の基
準を満たしている経営がないことである。それと
対照的に，企業的アントレプレナーシップと経営
資源を両立している経営（６件）のうち３件が売
上高，土地生産性及び売上高成長の基準をすべて
満たしている（ID2，15，16）。経営資源のみ有
する経営で三つの基準を満たしている経営は５件
中１件のみである。つまり，企業的アントレプレ
ナーシップと経営資源の両立は経営発展のうち量
的拡大と密接に結びついていると考えられる。
　次に，第５表の経営発展のうち質的変化につい
て類型別に整理する。第一に，高度多角化型につ
いて，売上高の規模が大きく成長もしている経営
では革新的な販売・マーケティング管理が実践さ
れている。例えば，ID2 はデザイナーによるロゴ
マークやHPの作成，さらに，パンフレットにQR
コードを記載してE-shopを活用するという取組
もみられる。ID18 の独自の取組として，庭先直
売での調理実演販売や加工品需要についてのアン
ケート調査の実施などが挙げられる。一方で，高
度多角化型のうち売上高が減少している経営で
は革新的な取組が少ないことがわかる（ID8，9，
11，14）。つまり，成長性の高い高度多角化型で
は，他経営にはない独自の販売・マーケティング
管理が実践されている。第二に，事業補完型の

場合，量的拡大の程度に関わらず，革新的販売・
マーケティング管理の取組が少ない。第三に，基
幹事業探索型の場合，量的拡大の程度に関わら
ず，革新的販売・マーケティング管理の取組が多
い（ID10 除く）。ここでも，事業補完型と基幹事
業探索型の差異が明確に示されている。事業補完
型の経営規模は大きいものの多角化に影響すると
言われる各要素に欠け，革新的な管理手法の導入
も進んでいない。対照的に，基幹事業探索型では
アントレプレナーシップや経営資源を蓄積し，革
新的な管理手法の導入にも積極的な経営が多い。
　最後に，質的変化のうち競争優位の源泉となる
販売・マーケティング関連経営資源について，革
新的販売・マーケティング管理への積極性と関
連性があることがわかる。ID2 はネット通販サイ
トで人気１位を獲得するなどブランド化を達成
し，顧客情報についても顧客の要望まで記録した
リストを作成し，幅広い顧客層を実現している。
ID18 の場合，経営者の営業スキルにより飲食店
とのネットワークを拡大し，顧客のロイヤルティ
を高めている。ID16 も飲食店向けの特注栽培と
納品方法によってブランドを確立し，飲食店との
ネットワークと信頼関係を構築している。反対
に，競争優位の源泉となる経営資源が挙げられな
かった経営では，総じて革新的販売・マーケティ
ング管理への積極性が不足している（ID5，8，
10，11）。
　以上より，各多角化類型の経営発展のパターン
を整理する。高度多角化型で売上規模と成長を両
立しているID2及びID18では，販売やマーケティ
ングに関する革新的な経営管理による経営資源の
蓄積が重要となっている。反対に売上高成長がマ
イナスの経営では管理手法に革新性が乏しく，経
営資源の蓄積も進んでいない（ID8，9，11）。次
に，事業補完型では量的拡大のうち売上規模は達
成されているものの，販売・マーケティングに関
する革新性が低く，土地生産性や売上高成長にも
課題がある。次に，基幹事業探索型は革新的な販
売・マーケティング管理によってブランド化を進
め，量的拡大を達成している経営もある（ID16）。
一方で，この類型では販売・マーケティングに関
する経営資源の蓄積は乏しいものの量的拡大を達
成している経営も存在する（ID10，15）。これら

－ 30 －

農林水産政策研究 第 32 号（2020.６）



の経営では市場出荷から小売店向け出荷への事業
転換を成功させたことで量的拡大を果たしている
ものの，基本的に小売店に販売を委託しているた
め，販売やマーケティングに関わる経営資源は蓄
積していないと考えられる。

（５）各多角化類型の経営発展プロセス
　前節までの分析結果より，都市近郊農業経営の
多角化は複数の類型に分けられ，各類型には量的
または質的な経営発展を達成している経営がある
ことが示された。一方で，多角化プロセスや多角
化の影響要因となるアントレプレナーシップや経

第５表　多角化類型と経営発展の関係性

ID 多角化
類型

影響
要因
の有無

経営発展

量的拡大 質的変化

CE RE 売上高
（万円）

土地
生産性

（万円/10a）

売上高
成長

（参照年）
革新的販売・

マーケティング管理
販売・マーケティング関連

経営資源

2 高度
多角化型 〇 〇 ☆ 3,700 127.6 +3,100

（2000）

-販促物：ロゴマーク，-情報発信：HP，
E-ショップ登録，-サービス向上：QRコー
ド注文，-顧客管理：クレーム内容管理，
-営業/広報活動：量販店営業，バス広告

ブランド（ネット通販サイト人気１位），
臨時雇スキル（顧客対応，会計，販路営
業），顧客情報（要望含む個人情報），幅
広い顧客層（若年層：Web，高齢層：庭先）

7 高度
多角化型 〇 〇   700  50.7 +700

（2005）
-情報発信：HP，SNS，-サービス向上：
浜ブドウコンシェルジュ講座の受講 後継者スキル（マーケティング）

11 高度
多角化型 〇 〇 2,000 666.7 -500

（2003） -販促物：ロゴマーク，-情報発信：HP

9 高度
多角化型 〇 2,200 110.0 -800

（2002）
-営業/広報活動：飲食店イベントや食品
フェア参加

ブランド化（加工品がなでしこブランド
選定）

18 高度
多角化型 〇 1,200  60.0 +200

（2000）

-販促物：ロゴマーク，商品タグ-情報発
信：HP， SNS，-サービス向上：庭先直売
改修，飲食店出荷ではサイズや栽培計画
などを事前に相談，庭先直売ではその場
で調理実演，-営業/広報活動：加工品の
需要についてのアンケート実施

臨時雇スキル（販売），顧客ロイヤルティ
（飲食店ネットワーク），経営者スキル（庭
先直売と飲食店向け営業）

8 高度
多角化型 1,300  66.7 -1200

（2000）

14 高度
多角化型   400  26.7 0

（2000） 顧客ロイヤルティ（固定顧客）

3 事業
補完型 〇 〇 2,700  77.1 +700

（1995） -販促物：ロゴマーク， -情報発信：HP 臨時雇スキル（販売，顧客管理），顧客ロ
イヤルティ（リスト登録 3000 人）

4 事業
補完型 1,500  79.0 -500

（2000） 顧客ロイヤルティ（９割が固定顧客）

5 事業
補完型 1,300  74.3 +300

（2002） -情報発信：HP

6 事業
補完型 1,000  90.9 0

（2000）
臨時雇スキル（庭先/予約受付，伝票管理，
観光農園受付）

15 基幹事業
探索型 〇 〇 ☆ 1,600 106.7 +600

（2000）

-サービス向上：顧客の要望に合わせて新
品種生産，-営業/広報活動：小売店での
試食営業

16 基幹事業
探索型 〇 〇 ☆ 2,260  96.2 +1,260

（2005）

-サービス向上：飲食店と品目や規格，栽
培状況について詳細に相談，飲食店のリ
クエストに対応，飲食店の顧客向け収穫
体験，-顧客管理：共同直売所に来る飲食
店の連絡リスト作成

ブランド化（特注栽培と納品），顧客ロイ
ヤルティ（ネットワークと信頼関係）

10 基幹事業
探索型 〇 ☆ 1,200 133.3 +500

（2000） -販促物：ロゴマーク

12 基幹事業
探索型 〇   500  52.6 -500

（2000）

-情報発信：栄養士向けメルマガ，-サー
ビス向上：栄養士向け加工体験，-営業/
広報活動：サンプル品持ち込み

顧客ロイヤルティ（栄養士ネットワーク）

13 基幹事業
探索型 〇 1,300  65.0 -400

（2000）

-販促物：ロゴマーク，-情報発信：HP，
SNS，-サービス向上：飲食店の好みに合
わせて品目や規格を提案

顧客ロイヤルティ（飲食店ネットワーク），
経営者スキル（飲食店への営業）， 常雇ス
キル（販売）

資料：ヒアリング調査をもとに筆者作成（調査時点：2017 年 10 月時点）．
注（1）　量的拡大における灰色網掛けは各項目が基準値を満たないもの（売上高：1,000 万円，土地生産性：90 万円/10a，売上高成長：プラス）。
　（2）　☆印は量的拡大の三つの基準をすべて満たす経営を表す。
　（3）　革新的販売・マーケティング管理は他経営での取組が少ない独自性の高い取組のみ表記。
　（4）　 対象とする「販売・マーケティング関連経営資源」とは他経営で実現していない（希少性が高く（Rarity），模倣困難性が高い。（Imitability）），

量的拡大に貢献していると考えられる（価値のある（Value））ことを基準としている。
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営資源の差異によって，多角化類型ごとの経営発
展プロセスには特徴があると推察される。以下で
は，各多角化類型の中から売上規模の最も大きな
経営を一つずつ選び，経営発展プロセスの特徴を
議論する。

　１）多角化と経営発展の関連性が強い事例
　１）-１高度多角化型（ID2）
　まず，果樹経営である高度多角化型（ID2）の
経営発展プロセスについて，事業構造の変化と並
行するかたちで，アントレプレナーシップ，経営
資源，意思決定，経営目的の変化を示している点
が特徴的である。この経営では，現経営者の就農
（1999 年）をきっかけとして，Web宅配という革
新的な事業が導入され（2004 年），それに呼応す
るように経営資源やアントレプレナーシップが向
上している。具体的には，現経営者は就農時か
ら「成功も失敗もどちらも一番でありたい」とい
う挑戦的な志向と最終売上１億円という高い経営
目標を持ち合わせている。さらに，前職での営業
経験を活かして就農時から販売担当を任されてお
り，前経営者から積極的に権限移譲が行われ現経
営者が経営の重要な意思決定に関与していたとい
う意味で，柔軟な意思決定構造も確立していたと
評価できる。その結果，Web宅配という独自販
路を開拓し，その販路でのロゴマークやHP作成，
顧客管理システムの確立という革新的なマーケ
ティング管理を採用している。また，臨時雇を導
入して顧客対応スキルを高める取組も進めた。そ
うした取組の結果，著名人が固定顧客となるまで
宅配事業が成長し，その経験が経営者としての意
識の向上や挑戦心の向上といった更なるアントレ
プレナーシップに結びついている。
　また，アントレプレナーシップの向上には，経
営継承（2007 年）をきっかけに担当していた生
産部門における委託加工の導入（2010 年）も大
きく貢献している。加工品販売開始の 10 年前か
ら始めた全国の加工業者探しの試行錯誤によっ
て，経営者は挑戦するモチベーションを高め，新
規販路の開拓のための営業も始められたと評価し
ている。
　事業構造の大きな変化に伴って様々な経営資源
が蓄積している。ネット通販サイトでランキング

１位を獲得し著名人の顧客も多いブランド力，顧
客対応から会計，販路営業スキルまで備える臨時
雇，細かい要望まで記録した顧客管理システム，
さらに，Web宅配で獲得した若年層の新規顧客
といった経営資源がそれにあたる。これらの経営
資源の蓄積は分析対象経営の他の果樹経営では実
現していないものであり，アントレプレナーシッ
プや革新的なマーケティング管理を基礎とした競
争優位の源泉となる経営資源である。
　以上のようにID2 の場合，企業的アントレプレ
ナーシップと経営資源による多角化の促進，多角
化に伴う革新的な経営管理の導入，さらに，多角
化がアントレプレナーシップの向上や経営資源の
蓄積に貢献している。その結果，経営の質的変化
に裏付けられた継続的な量的拡大という経営発展
を達成している。

　１）-２基幹事業探索型（ID16）
　野菜経営である基幹事業探索型（ID16）の経
営発展プロセスについて，多角化の度合いこそ低
いものの，この経営の発展は高度多角化型（ID2）
のプロセスとの類似点が多い。まず，市場出荷
に対して不安を抱いていた現経営者は，就農時
（2006 年）に生産や販売などの意思決定権を移譲
されていた。さらに，前職での営業や企画経験か
ら珍しい野菜の需要に着目し，共同直売所での出
荷を開始し（2006 年），卸売市場担当者経由で珍
しい野菜に対する飲食店の需要を引き出して取引
を開始した（2008 年）。
　また，卸売市場出荷から共同直売所や飲食店向
け出荷への転換は現経営者の「農業だけで食べて
いきたい」「横浜農業を盛り上げたい」という経
営目標が大きく影響している。さらに，様々な人
と話す中でこの事業転換にビジネスチャンスを感
じており，ここまでのプロセスは現経営者が備え
ていたアントレプレナーシップや経営資源が就農
時の権限委譲によって発揮された結果と考えるこ
とができる。
　その後，事業構造は市場出荷型から共同直売所
向け出荷と飲食店向け出荷に移行している。その
過程で，各事業戦略に合わせるかたちで様々な経
営資源が蓄積している。まず，売上高の増加に
伴って経営耕地面積や労働力数は飛躍的に増加
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し，現経営者の就農以降に借地は 195aほど増え
ている。また，飲食店向け出荷の場合は，顧客の
要望に合わせた品種や規格の生産物を納品し，納
品可能な農産物に関する営業活動をすることで
オーダーメードのきめ細かい販売活動を実現して
いる。このような革新的な活動によって農園の評
判は非常に高く，高級飲食店で生産物を利用して
もらうなどブランドが確立している。また，共同
直売所の主に飲食店のシェフを中心とする小口顧
客に対しても連絡先を取得して顧客リストを作成
し，SNSを利用した営業活動に利用している。さ
らに，提案用の野菜を増やすために品種間の栽培
実験を行うなど生産面も工夫し，少品目栽培から
多品目栽培へ移行している。
　以上のように，基幹事業探索型では，基幹事業
の変更に経営の経営資源やアントレプレナーシッ
プなど経営内部環境に大きな変化を伴うことが
ある。さらに，多角化に合わせて革新的な販売・
マーケティング管理を採用することができれば，
他経営にはないブランド力（高級飲食店での生産
物利用）や顧客ロイヤルティ（小規模飲食店ネッ
トワーク）を蓄積することができ，競争優位の源
泉となるような経営資源が獲得されると考えられ
る。

　２）多角化と経営発展の関連性が弱い事例
　事業補完型（ID3）
　以上の二つの経営と比較すると事業補完型
（ID3）の経営発展に対する多角化の影響は小さ
い。まず，この経営が多角化するきっかけは親類
からの販路（小売店）の紹介という人的ネットワー
クの影響が大きいという点が特徴的である。その
後，「雇用できる経営規模の維持」という経営目
標から，生産技術による高品質化と労務管理のス
キルの向上，毎月の作業計画の作成などに努めた
結果，以前からの基幹事業である宅配事業の規模
拡大が進む。一方で，庭先直売や小売店向け出荷
など売上第二位以下の事業の規模拡大を志向した
経営努力はみられない。
　後継者の就農（2007 年）と経営継承（2013 年）
を契機として明確な家族内分業体制が確立し，現
経営者は営業，財務，労務管理，父親（旧経営者）
は生産管理，旧経営者の配偶者は販売管理を担当

することで，宅配事業を基幹事業とする体制が強
化される。労務管理では年間 900 人日の雇用を実
現し，臨時雇も生産，販売，顧客管理を担当でき
るなど幅広い人材育成を実現している。さらに，
ロゴマークやHPの作成などマーケティング活動
の取組によって固定顧客も増加している。また，
現経営者の配偶者が飲食店経営を開始する（2014
年）など多角化も進んでいるが，そうした新規事
業に対する革新的な経営管理の採用などはみられ
ず，事業規模の拡大も志向されていない。
　以上のように，事業補完型（ID3）では明確な
経営目標に基づく基幹事業の規模拡大が基本的な
方針であり，それに基づいた積極的な権限移譲と
家族内分業体制という柔軟な意思決定構造の整備
や革新的なマーケティング管理によって，雇用労
働力のスキルや顧客ロイヤルティなど競争優位の
源泉となる経営資源の蓄積は十分可能である。一
方で，この経営は必ずしも多角化に対して明確な
目標を持っておらず，親類から紹介や家族従業員
の要望によって偶発的に事業が拡大しているにす
ぎない。その結果，多角化が経営発展プロセスに
貢献しているとは評価できないという意味で，高
度多角化型（ID2）や基幹事業探索型（ID16）と
は経営発展プロセスが大きく異なると考えられ
る。

５　考察

　本稿では，都市近郊農業経営における多角化プ
ロセスの類型の特徴を明らかにすることを目的と
して，18 件の事例調査結果を用いた定性的な分
析を試みた。その結果，以下の四つの分析結果を
得た。第一に，都市近郊農業経営の多角化は高度
多角化型，事業補完型，基幹事業探索型，従来事
業追求型の四類型に分類可能である。第二に，各
類型には経営発展（量的拡大及び質的変化）を達
成している経営が存在する。第三に，一般的な多
角化の影響要因（アントレプレナーシップ及び経
営資源）は都市近郊農業経営の多角化プロセスと
の関連性が弱い一方で，経営発展とは関連性が強
い。第四に，多角化と経営発展プロセスの関連性
が強い類型は高度多角化型と基幹事業探索型であ
り，事業補完型は経営発展プロセスに対する多角
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化の影響が小さい。以下では各分析結果の考察を
行う。
　まず，多角化の目的を基に設定された四つの多
角化類型が観測されたということは，経営間で多
角化の機能に差異があることを意味している。異
なる多角化プロセスに求められる支援は必然的に
異なり，支援の効果の類型間比較も極めて困難で
あると推察される。つまり，この結果からだけで
も，都市近郊農業経営の多角化支援の困難性が確
認できる。
　次に，アントレプレナーシップや経営資源など
多角化に影響すると想定された要素は実際には各
多角化類型とは関連性が低かったという結果か
ら，都市近郊農業において多角化を決定付ける要
素としてやはり都市化度など本稿で分析対象にで
きなかった立地特性が重要であると推察される。
分析対象経営は一様に都市化度の非常に高い地域
に属していることを考慮すると，彼らは経営内部
環境に関わらず多角化の意思決定を行えるほど，
消費者需要が大きい好立地にある可能性が高い。
反対に，各多角化類型の経営発展にアントレプレ
ナーシップや経営資源を併せ持つことが強く影響
しているということは，立地特性などの要因に
よって多角化に関する意思決定が可能になったと
しても，その中で経営発展を達成できる経営は一
部であるということが都市近郊農業における多角
化の課題であり，自治体の支援制度等が考慮すべ
き点といえる。
　最後に，各多角化類型の特徴を示す。まず，高
度多角化型と基幹事業探索型では多角化と経営発
展という二つの要素は決して独立でなく，むしろ
多角化と影響要因の相互作用が経営発展の条件と
考えられる。高度多角化型には野菜経営と果樹経
営の両方が含まれており，この類型を志向するの
に営農類型の違いは影響していない。また，この
類型には基準年から基幹事業を変化させている経
営は１件のみであり，ある程度安定した事業を持
ちつつ事業の幅を広げてきたことがわかる。しか
し，この類型でも今後も量的拡大及び質的変化と
いう経営発展を達成すると見込まれる経営は多く
はない。
　それに対して，基幹事業探索型はすべて野菜経
営であり，主要都市において低迷する卸売市場に

向けた出荷（12） からの方針転換が 2000 年代の喫緊
の課題であり，基幹事業を新たに開拓しながら経
営発展を達成するためには，高いアントレプレ
ナーシップと革新的な販売・マーケティング管理
は不可欠だったと考えられる。特に，都市近郊地
域において卸売市場から撤退する農業経営は経営
耕地面積の小規模な経営が多いことから（13），基
幹事業探索型の中には小規模な経営耕地を活用し
て付加価値の高い事業を実現する必要がある経営
が含まれていることも，アントレプレナーシップ
や経営資源が求められる要因と推察される。
　一方で，事業補完型では多角化がアントレプレ
ナーシップや経営資源に影響を与えることは少な
く，経営発展は柔軟な意思決定構造やファミリー
サイクルによるアントレプレナーシップや経営資
源の蓄積によって達成されている。この場合，多
角化は経営発展の結果として保たれているだけで
あり，そこには明確な戦略的意図が介在しないこ
とが推察される。事業補完型のこの特徴に影響し
ている要因として，従来からの安定した経営規
模（売上高）があると考えられる。事業補完型に
属する４件は多角化の影響要因が不在であって
も1,000万円以上の売上高を達成している一方で，
土地生産性や売上高成長に課題がある果樹経営で
ある。こうした経営では短期間で事業構造を大き
く変更する必要性が低いため，アントレプレナー
シップも求められない。また，長期安定している
事業であるため革新的な販売・マーケティング管
理の必要性も低く，結果として，関連する経営資
源の蓄積も進まない。
　また，多角化と経営発展プロセスにおける後継
者若しくは経営継承の役割を指摘する必要があ
る。詳細な事例分析を行ったすべての事例におい
て，後継者の就農や経営継承を契機として，多角
化や経営資源の蓄積が進んでいる。特に，高度多
角化型（ID2）と基幹事業探索型（ID16）では，
後継者の就農と同時に大きな権限が移譲されてお
り，その結果として多角化が促進されている。さ
らに，後継者は自ら開始した多角化事業の規模拡
大によって，新たな顧客層（著名人など）に対応
する中でプロフェッショナルの意識を高めたり
（ID2），高級飲食店向けのきめ細かな栽培及び納
品体制を確立したり（ID16），その経営の経営発
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展の基礎となるアントレプレナーシップや経営資
源を獲得している。先行研究が指摘する家族従業
員と多角化の関係性（14） に加えて，本稿は後継者
が積極的な多角化を実施するための意思決定構造
やアントレプレナーシップに言及し，多角化後の
後継者自身のスキルの向上（例：飲食店との取引
増加に伴って多品種生産技術と商品提案力が向
上）やアントレプレナーシップの向上（例：加工
事業を開始するにあたって試行錯誤して挑戦する
ことの意識が向上）のメカニズムまで示している
点で独自性が高い。
　ここからは本稿の社会的含意を示す。最も重要
な点は，各経営の多角化がその経営発展のプロセ
スにおいて必須であるのかを考慮する必要があ
る。従来の事業を維持したい経営や多角化を基幹
事業の補完的役割に位置づけたい経営にとって，
経営発展のボトルネックは必ずしも多角化ではな
く，意思決定構造の不備やアントレプレナーシッ
プの欠如によって経営資源の蓄積が阻害されてい
ることにある可能性が高い。その場合に必要な支
援とは，法人化に関わる啓発活動や手続き支援，
家族経営協定の設定支援などによって経営者と家
族従業員の業務権限や責任，それに対する報酬を
明確にし，各人のモチベーションを高める必要が
ある。また，経営継承に関わる支援として，新規
就農者が新規事業に挑戦する金銭的補助や万が一
事業に失敗した場合の補償制度を確立することも
重要な支援となる。
　一方で，多角化を契機として，多様な経営資源
を蓄積したり，アントレプレナーシップを高めた
りするという事例も確かに存在するため，そうし
た経営には新規事業のためのコンサルタントやビ
ジネスマッチングのような取組が有効となる。し
かし，以上のような多様な多角化と経営発展プロ
セスの関係性を個別に判断することは非常にコス
トがかかる。そこで，一つの基準として本稿で提
示したような多角化類型に沿って，各経営の多角
化度や多角化の目的を整理することが有効であ
る。
　なお，残された課題として，第一に，各事業の
特徴と事業間の関係性を分析に組み込めていない
点が挙げられる。つまり，事業構造を詳細に把握
する試みが必要であり，これによって各多角化類

型の経営発展に事業間の関連度など多角化の多様
な側面が与える影響を考察することが可能とな
る。第二に，本稿では多角化類型の決定要因を特
定することはできなかった。この理由は，分析対
象経営が直面する外部環境を整理して比較するこ
とができなかったためである。今後の研究では，
例えば都市化度に差のある複数地域を選定し，都
市化度とその他の決定要因の多角化への影響度の
差異を比較する必要がある。

注⑴　Mann and Besser（2017）は農家の主観的な財務状況
満足度を用いて事業多角化の正の効果を示している。さ
らに，Barnes et al.（2015）はこの効果をより厳密に評
価した研究であり，農業経営のパネルデータを用いて，
事業多角化が経営の短期及び長期の財務健全性に与える
正の影響を実証した。範囲の経済によるコスト削減効果
に関しては，Wimmer and Sauer　（2016）やHadley　
（2006）は生産多角化が経営の効率性に与える正の影響を
示している。

　⑵　東京都小金井市の農家に対するアンケート調査によれ
ば，農家が主体的に実施している地域住民との触れ合い
活動には，「直売所などでの農産物の販売（36.2％）」以
外にも「地域の年間行事などへの参加（20.1％）」，「野菜
や植木の作り方や育て方を教える（１3.6%）」，「農業を
知ってもらうための話し合い（10.1％）」など多様な取組
がなされている（後藤，2003）。

　⑶　農業体験農園の利用者の意識変化の研究によれば，体
験活動によって都市農家や都市農業に肯定的な評価が有
意に増える（山田・門間，2006）。

　⑷　例えば，Alsos and Carter（2006）では “Resource-
based perspective” や “Resource transfer” という枠組
みで多角化を捉える試みがなされている。その他にも，
Clark（2009）では「様々な地域資源や地域の特徴を創造
的に活用する」という資源ベース理論やイノベーション
の考え方が基礎にある。また，McElwee and Bosworth
（2010）は「所得獲得の機会を活用すること」を重視し，
Vik and McElwee （2011）では「環境から価値を創造ま
たは引き出すこと」を重視している。

　⑸　吉田ら（2019c）の事例調査によれば都市農業経営は事
業多角化によって事業間で「経営管理の共通性」と「事
業機能の補完性」を発揮させている。同研究の対象事例
の多くは基幹事業の余剰生産物の有効活用や農閑期の埋
め合わせのために複数の小規模事業を実践しているとい
う意味で，都市農業経営の多くは事業補完型の多角化を
行っていることが推察される。

　⑹　なお，④家族や地域などの社会関係に関して，家族経
営に対する社会情緒的資産（Socio-emotional wealth）と
いう選好が多角化の意思決定に影響する（Gómez-Mejía 
et al., 2010）。家族の地域社会での地位（Berrone et al., 
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2010; Mahto et al., 2010; 吉田ら，2018）や自経営の
アイデンティティ（Brandth and Haugen, 2011; Ohe, 
2018）を確立するために多角化が活用されうるのである。
しかし，この社会情緒的資産は多角化の開始に関する意
思決定に影響すると考えられ，多角化プロセスと経営発
展との関係性を考慮する場合，市場機会を活用するアン
トレプレナーシップと事業管理に関わる経営資源がより
重要な要素といえる。以上より，本稿では家族経営の社
会情緒的資産を分析対象から除外する。

　⑺　土田（1997）は質的変化として経営形態や経営目標の
変化，経営資源の活用方法の変化を挙げ，木村（2004）
は経営成長における経営の質的高度化として有形及び無
形の経営資源の蓄積を挙げている。つまり，イノベー
ションと新たな経営資源の蓄積は経営発展の一部と捉え
られ，多角化プロセスの評価に関しても，経営規模や生
産性，成長性という量的拡大に加えて，イノベーション
を通じた競争優位の実現という質的変化にも目を向ける
ことが重要となる。

　⑻　分析対象経営の果樹経営と野菜経営それぞれの土地生
産性の平均値が 85 万円/10a前後である。

　⑼　また，広範囲な多角化（Portfolio diversification）を
実現している経営ほど「創造性の発揮」を多角化に求め
ていることも多角化とイノベーションの関連性の強さを
示している（Vik and McElwee, 2011）。

　⑽　公表されている 2010 年世界農林業センサスでは販売金
額第一位の営農類型は判別できなかったため，ここでは
「販売目的の作物別作付（栽培）経営体数と作付（栽培）
面積」より稲を作付ける経営体数（A）と野菜類を作付
ける経営体数（B）を用いてB/（A＋B）*100 を指標とし
て用いた。水田作が中心の地域を除外する意味ではこの
指標は有効であるが，本来であれば農産物販売金額１位
の部門別経営体数から野菜と果樹の値を用いて選定すべ
きであり，2015 年農林業センサスであれば可能である。

　⑾　分析対象の記述に関して，農業経営を行う組織そのも
のを指す場合には「農業経営体」であるべきであるが，
本稿においては農業経営を行う組織そのもの以外にも，
その行動やマネジメントを含む意味として「農業経営」
を分析対象を指す用語とする。

　⑿　例えば青果物卸売市場調査によれば 1997 年を基準とし
た主要都市（ア　中央卸売市場が開設されている都市，
イ　県庁が所在する都市，ウ　人口 20 万人以上で，かつ
青果物の年間取扱数量がおおむね６万ｔ以上の都市，の
いずれかを満たす都市）の卸売市場における野菜取扱金
額は 2007 年には 85％，2017 年には 73％と３割近く減少
している。同期間の全国の卸売市場の野菜取扱金額の減
少は 17％であることから，主要都市の 2000 年以降の卸
売市場の低迷は全国と比較して顕著である。

　⒀　1990 年農林業センサスを用いた滝沢（1994）によれば，
東京都において市場出荷を主な販路とする経営のうち経
営耕地面積 50a以上の割合は 55％，直売を主な販路とす

る経営のうち同面積以上の割合は 41％である。
　⒁　家族農業経営では経営継承をイノベーションの機会と

捉える傾向があり（Hauck and Prügl, 2015），多角化の
影響要因に関する先行研究でも，後継者（Bartolini et 
al., 2014; Boncinelli et al., 2018）や若年農業者（Barbieri 
and Mshenga, 2008; Meraner et al., 2015）が多角化を
促進すると指摘している。
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Relationship between Farm Diversification Process and Farm 

Development of Peri-Urban Farms

Shingo YOSHIDA

Summary

　　In a drastically changing external environment, farm diversification serves several purposes, 
including additional income generation, risk reduction, and efficient resource utilization. In peri-urban 
agriculture, where structural diversification is widespread, the mechanism of farm development 
through diversification deserves attention. This study aims to demonstrate the interaction between 
farm development and each type of theoretically defined diversification using data from 18 farms 
located in urban areas in the Kanto region, Japan. The internal farm environment factors like 
entrepreneurship and management resources affect farm diversification. Consequently, farm structural 
diversification can be classified into four categories: highly diversified type, complementary enterprise 
type, search and selection type, and non-diversified type. The study identifies that farms of each 
category whose management exhibit factors like entrepreneurship, management skills, and active 
social networks, achieve farm development. Furthermore, in farms that were of the highly diversified 
type, and the search & selection type had an interaction between diversification and internal farm 
environment, the diversification of farms of the complementary enterprise type had little impact on 
its management. These findings have significant implications on policies supporting diversified farms. 
Research is required to identify the types of farm diversification and associated challenges for further 
growth.
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